
図 ５－７／大学、公的研究機関から知識を導入する際、具体的に役立った段階

○ 中堅・中小企業のなかで、ニッチ・トップ製品を複数保有し、そのうち少なくとも一つは海外市場でもシェア
を確保している、グローバル・ニッチトップ（GNT）企業が注目されている
○ GNT企業は、全国各地に分布し、地域を代表する企業として良質な雇用機会提供等で地域経済に貢
献しているだけでなく、国内における基盤的技術・生産技術の継承・発展の担い手として、更には製品イノ
ベーション創出の役割も担っている。
○ GNT企業は、「イノベーション・コーディネート（IC）機能」と言われる、１）ユーザーが自ら解決できない
高度なニーズを、ユーザー側から持ち込んでもらえる緊密なネットワークを持ち、２）自社に足りない技術
シーズを外部の異なる複数のプレーヤーから調達して有機的に結びつける能力、の二つを兼ね備えており、
日本に不足している、「橋渡し」役としての能力が高い企業とも考えらえる。

出典：「グローバル・ニッチトップ企業論」細谷祐二著、白桃書房 平成26年3月

イノベーション・コーディネート役としても有望なGNT企業



○平成16年度には企業数累積1千社を超えたが、18年度以降各年度の設立数が減少傾向。
その多くは休眠状態と推定。米国同様に企業の開業率を高めて新陳代謝を活発化する必要。

＜企業の生存率 日米比＞
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各年度の設立数 設立累計

＜大学発ベンチャー企業の設立累計＞

※ 平成２１年度実績までは文部科学省科学技術政策研究所の調査によるものであり、平成２２年
度以降の実績は本調査によるもののため、設立累計を点線とした。

※ 平成２２年度以降の実績は、当該年度に設立された大学等発ベンチャー設立数のみを調査し、科
学技術政策研究所の平成２１年度実績までのデータに合算している。

※ 設立年度は当該年の４月から翌年３月までとし、設立月の不明な企業は４月以降に設立された
ものとして集計した。
※ 設立年度の不明な企業９社が平成２１年度実績までにあるが、除いて集計した。

出典：文部科学省「平成24年度 大学等における産学連携等実施状況について」を基に文部科学省作成

＜企業の開廃業率国際比較＞
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（出典）経済産業省 日米起業協議会
平成24年10月公表資料（付録３）

国内ベンチャー新規設立数減少と企業のターンオーバーへの影響
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